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Ⅰ 認可と種類 

 

１ 認可について 

 認可とは、令和２年１０月 1 日施行の改正建設業法第 17 条の 2 及び第 17 条の 3 により新

設された制度であり、建設業許可業者が事業の承継等をする際に、事前に行う手続きです。 

 これにより、従来生じていた事業の承継等をした日から許可を取得するまでの空白期間（申請

中の期間）がなくなり、円滑に事業を承継できるようになりました。（下図参照） 

 

 

 

２ 認可の種類 

 認可申請は、下表の 4 種類に分類されます。 

 認可の種類 事例 

① 建設業の全部の譲渡（建設業法第 17 条の

2 第 1 項該当） 

・個人事業主が生前に行う事業承継 

・個人事業の法人化（法人成り） 

・法人の事業譲渡        等 

② 合併（建設業法第 17 条の 2 第２項該当） ・法人の吸収合併 

・法人の新設合併        等 

③ 分割（建設業法第 17 条の 2 第３項該当） ・法人の分割          等 

④ 相続（建設業法第 17 条の３該当） ・個人事業主の死亡による相続 
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３ 認可行政庁（認可申請先） 

 認可申請は、都道府県知事（茨城県）または国土交通大臣（関東地方整備局）のいずれかが行

います。したがって、下図に従い適切な行政庁に認可申請を行ってください。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ※１被承継人とは、建設業の全部の譲渡を行う建設業者（以下「譲渡人」という。）、合併消滅法人、分割

被承継法人をいう。 

 ※２承継人とは、建設業の全部を譲り受ける者（以下「譲受人」という。）、合併存続法人又は合併新設法

人、分割承継法人又は分割新設法人をいう。 

被承継人（被相続人）の許可行政庁 

都道府県知事へ認可申請 国土交通大臣へ認可申請 

承継人（相続人）の許可行政庁 

２
以
上
の
都
道
府
県
に
営
業
所
が
あ
る 

都道府県知事許可 

同一都道府県内にのみ営業所がある 

国
土
交
通
大
臣
許
可 

被承継人（被相続人）の営業所の所在地 

建
設
業
許
可
な
し 

国
土
交
通
大
臣
許
可 

被
承
継
人
（
被
相
続
人
）
と
同
一

の
都
道
府
県
知
事
の
許
可 

被
承
継
人
（
被
相
続
人
）
と 

異
な
る
都
道
府
県
知
事
の
許
可 
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Ⅱ 認可の要件 

認可により事業の承継等を行う場合の要件は次のとおりです。 

 

（１）承継の事実が発生する前に認可を受けていること 

   相続以外の承継（譲渡、合併、分割）は「あらかじめ」認可を受けることが必要です。承

継をした後は認可申請を行うことはできません。遅くとも、承継日の 30 日前までには申請

を完了させてください。これ以降に提出のあった申請や、不備の補正等に多くの時間を要す

る場合は、承継日までに認可できない可能性があります。その場合、建設業許可の新規申請

に切り替えていただくこととなりますので、ご注意ください。 

  ※相続については、被相続人（許可を受けている個人事業主）の死亡後 30 日以内に認可申

請を行ってください。 

   

（２）事業の承継等によって、許可を有しているすべての建設業を承継人に承継させること 

   認可は被承継人が有していた建設業の全てを承継人に承継させる場合に限り可能です。

被承継人が有していた許可の一部の業種を承継人に承継させることはできません。 

  ※認可申請を行う前に、被承継人が有している許可の一部の業種を廃業したうえで、残りの

業種すべてを承継させることは可能 

 

（３）被承継人が一般又は特定の建設業許可を有している業種について、承継人が特定又は一般

の建設業許可を有していないこと。 

   １つの業者が同一の業種について、一般建設業と特定建設業両方の許可を有することは

できないため、被承継人と承継人が同じ業種の許可を有している場合、一般又は特定の区分

が同じ場合に限り承継が可能です。 

  ※被承継人又は承継人が事前に、本要件に該当する業種を廃業すれば承継が可能となる 

（例） 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

被承継人の許可 

・土木工事業（特定） 

・管工事業（一般） 

承継人の許可 

・建築工事業（特定） 

・管工事業（一般） 

承継後の許可 

・建築工事業（特定） 

・土木工事業（特定） 

・管工事業（一般） 

※被承継人と承継人はともに「管工事業」を有しているが、どちらも「一般建設業」であるため承継が可能 

被承継人の許可 

・土木工事業（特定） 

・管工事業（特定） 

承継人の許可 

・建築工事業（特定） 

・管工事業（一般） 

承継不可 

※被承継人と承継人のいずれかが「管工事業」を廃業すれば承継が可能 
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（４）承継人が承継後に取得する建設業について、建設業許可の要件を満たしていること 

   承継人は、承継後に取得するすべての業種について、営業所技術者等の配置等の建設業の

許可要件を満たしている必要があります。 

   認可申請時点で、承継人が建設業許可要件を満たしていなくても、事業の譲渡等によって

被承継人の役員や従業員等が被承継人に移ることで要件を満たすことができれば承継は可

能です。 
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Ⅲ 認可申請の手続き 

申請から認可に至るまでの手続きは以下のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 認可申請の事前相談 

 認可申請を行う場合は、事前に監理課建設業担当又は管轄の土木事務所に御相談ください。 

 

２ 申請手数料 

認可申請の場合、手数料はかかりません。※認可通知書を紙での交付を希望する場合、別途費用をご負

担いただく場合があります。（下記「３ 認可通知書の交付」参照） 

 

３ 認可通知書の交付 

「認可通知書」は、電子メール（PDF※）又は紙で交付します。認可申請書類と合わせて、「交付方法申請

書（別記様式１）」（本書 30 頁参照）をご提出ください。（※）公印の代わりに電子署名を付与したもの。 

 紙での交付を希望する場合は、「電子情報処理組織により交付することができる処分通知等に係る費用徴

収に関する要項（R5.7.1 施行）」第３条１項に基づき、費用として 10 円を負担していただきます。 

 ただし、同要項第３条４項の規定により、電子メールでの交付を受けることが困難である場合には、紙

での交付を受ける場合でも費用を負担しないことができます。（「申立書（別記様式２）」（本書 31 頁参照）

をご提出いただきます。） 

  

４ 認可申請書の提出先・提出部数 

（１）提出先 

申請書類は、主たる営業所を管轄する土木事務所の総務課に提出してください。（下表参照） 

また、申請書の作成に当たっては申請書の記載方法（本書１９頁以降及び建設業許可の手引き

４８頁以降）を参照してください。 

  

申請者 土木事務所 土木部監理課 

申請 受付・進達 受付 

認可通知書 経由 交付 

内容審査 
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表【認可に関する書類の提出先及び問い合わせ先】 

土木事務所等名称 所在地 管轄地域 

水戸土木事務所 
水戸市柵町 1-3-1 

029-225-1316 

水戸市、笠間市、小美玉市、東茨

城郡 

常陸大宮土木事務所 
常陸大宮市野中町 3083-2 

0295-52-3151 

日立市、常陸太田市、高萩市、 

北茨城市、ひたちなか市、常陸大

宮市、那珂市、那珂郡、久慈郡 

潮来土木事務所 
潮来市潮来 1086-1 

0299-62-372４ 

鹿嶋市、潮来市、神栖市、行方市、 

鉾田市 

土浦土木事務所 
土浦市中高津 3-11-5 

029-822-434２ 

土浦市、石岡市、龍ケ崎市、取手

市、牛久市、つくば市、守谷市、 

かすみがうら市、稲敷市、 

つくばみらい市、稲敷郡、北相馬

郡 

筑西土木事務所 
筑西市二木成 615 

0296-24-9252 

古河市、結城市、下妻市、常総市、 

筑西市、坂東市、桜川市、結城郡、 

猿島郡 

茨城県土木部監理課 
水戸市笠原町 978-6 

029-301-4334 
 

 

（２）提出部数 

３部（正本１部、写し２部※） ※１部は認可通知書交付時に申請者控えとして返却いたします。 

（留意事項） 

・法定書類（閲覧）・法定書類（非閲覧）・確認資料は別々に綴じてください。 

・法定書類は左側を紐で綴じてください。 

 

（３）提出書類持参者 

申請書類の提出は、申請者本人が来庁してください。ただし、次の持参者の場合はその限りではあ

りませんが、申請内容についてお聞きしますので、内容を十分理解されている方が来庁してくださ

い。 

 

１．役員・従業員等 

２．行政書士（委任状が必要） 

３．申請者により委任を受けた方（委任状が必要） 

 

※行政書士でない方が、他人の依頼を受け、報酬を得て官公署に提出する書類を作成するこ

とを業とすることは行政書士法違反となります。 

 

 

５ 承継の効果について 

（１）承継の対象 

   事業の承継等について認可を受け、事業の承継等の効力が発生した日に、承継人は被承継

人の建設業者としての地位を承継することとなります。 

  ※「建設業者としての地位を承継する」とは、建設業法第３条の規定による建設業の許可（更

新を含む。）を受けたことによって発生する権利と義務の総体をいい、承継人は被承継人と

許可の手引き４９頁「２ 一般

的注意事項（７）」参照 
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同じ地位に立つこととなります。このため、建設業者としての地位の承継人は被承継人の受

けた法に基づく監督処分や経営事項審査の結果についても当然に承継することとなります。

一方、建設業法第４５条から第５５条までに規定される罰則については、建設業者としての

立場にかかわらず、罰則の構成要件を満たす違反行為を行った被承継人という法人（個人）

そのものに対して刑罰を科すものであるため、当該刑罰については承継人に承継されませ

ん。 

 

（２）許可番号について 

   原則として、被承継人の許可番号を使用します。 

   承継人が茨城県知事許可業者である場合は、承継人が使用する許可番号を選択すること

ができます。 

  ※一度選択した許可番号を変更することはできません。 

 

（３）承継後の許可の有効期間 

承継前に、被承継人及び承継人が受けていた許可の有効期間の残存期間にかかわらず、当

該事業の承継等の日の翌日から５年間となります。（建設業法第１７条の 2 第 7 項） 

※承継等の日について 

 ・譲渡：譲渡の日 

 ・合併：合併の日 

 ・分割：分割の日 

 ・相続：認可を受けた日 

（例） 

 

 

 

６ 不認可となる場合 

 申請が法令で定める基準、認可の審査基準に適合していない場合は、申請により求められた認

可を拒否する場合があります。申請にあたっては要件を十分確認してください。 

 なお、上述以外にも、相当の期間を定めて補正を求めたが、期間内に補正がなされなかったな

どの場合には認可を拒否する場合があります。 
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７ 申請書類 

 認可申請書は次のとおりです。 

 ※申請の際には、法定書類（閲覧）・法定書類（非閲覧）・確認資料に分けて提出願います。 

 

表１ 譲渡 

閲
覧
・
非
閲
覧
の
別 

様式番号 提出書類 

◎：必要 

法：法人の場合必要 

■：譲受人が建設業許可業者の場合省略可能 

▲：譲受人が建設業許可業者でかつ、 

変更がない場合省略可能 

備考 建設業許可の

手引き参照頁 

閲
覧 

第 22 号の 5 譲渡及び譲受け認可申請書 ◎ 本書 19－20 頁参照   

別紙１ 役員等の一覧表 法  54 頁 

別紙２ 営業所一覧表 ◎  55—56 頁 

別紙３ 営業所技術者等一覧表 ◎ 許可申請様式別紙 4 と同様 59—60 頁 

第 2 号 工事経歴書 ■  61－68 頁 

第 3 号 
直前３年分の各事業年度における工事

施工金額 
■  69 頁 

第 4 号 使用人数 ◎  70 頁 

第 6 号 誓約書 ▲  71 頁 

第１１号 
建設業法施行令第３条に規定する使用

人の一覧表 
◎  89 頁 

 定款 ▲   

第 15 号 

第 16 号 

第 17 号 

第 17 号の 2 

貸借対照表 

損益計算書・完成工事原価報告書 

株主資本変動計算書 

注記表 

■  92－105 頁 

第 17 号の 3 附属明細書 ■  106－108 頁 

第 18 号 

第 19 号 

貸借対照表 

損益計算書（個人用） 
■  109－110 頁 

第 20 号 営業の沿革 ◎  111 頁 

第 20 号の 2 所属建設業団体 ▲  112 頁 

第 20 号の３ 主要取引金融機関名 ▲  113 頁 

非
閲
覧 

 
成年被後見人、被保佐人に該当しない

旨の登記事項証明書 
▲ いずれかを提出  

 

契約の締結及びその履行にあたり必要

な認知、判断及び意思疎通を適切に行

うことができる能力を有する旨を記載

した医師の診断書 

▲ 

 市町村の長が発行する身分証明書 ▲   

第 7 号 常勤役員等証明書 ▲ 

 

 72－73 頁 

第 7 号の２ 
常勤役員等及び当該常勤役員等を直接

に補佐する者の証明書 
74－78 頁 

別紙 常勤役員等の略歴書 ▲  79 頁 
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閲
覧
・
非
閲
覧
の
別 

様式番号 提出書類 

◎：必要 

法：法人の場合必要 

■：譲受人が建設業許可業者の場合省略可能 

▲：譲受人が建設業許可業者でかつ、 

変更がない場合省略可能 

備考 建設業許可の

手引き参照頁 

非
閲
覧 

別紙２ 
常勤役員等を直接に補佐する者の略歴

書 
▲  80 頁 

第 8 号 営業所技術者等証明書（新規・変更） ◎  

30－31 頁 

 卒業証明書 

◎ 

 技術検定合格証等の資格証明書 

第 9 号 実務経験証明書 

第１０号 指導監督的実務経験証明書 

 監理技術者資格者証の写し 

第 12 号 
許可申請者の住所、生年月日等に関す

る調書 
▲  90 頁 

第 13 号 
建設業法施行令第３条に規定する使用

人の住所、生年月日等に関する調書 
▲  90 頁 

第 14 号 株主（出資者）調書 ▲  91 頁 

 登記事項証明書 ▲   

 納税証明書 ■ 
 

34 頁 

第 22 号の６ 誓約書 ◎ 

譲渡及び譲受け後 2 週間以内

に様式第 7 号の 3 及び社会保

険関係の届書を提出したこと

を証する書面を提出する旨の

誓約書 

本書 25 頁参照 

 

 譲渡及び譲受けに関する契約書（写し） ◎   

 譲渡に関する法人の意思の決定を証す

る書類の写し 

・譲渡又は譲受けを承認した株主総会

又は社員総会の議事録 

・譲渡又は譲受けに関する無限責任社

員若しくは総社員の同意書 

 

◎ 

  

そ
の
他 

別記様式１ 交付方法申請書 ◎ 本書 30 頁参照  

別記様式２ 申立書（※該当する場合提出） — 本書 31 頁参照  

 

○確認資料について 

 申請時は次の確認資料を添付して提出してください。 

 確認事項 建設業許可の

手引き参照頁 
備考 

常勤役員等の経験に関する資料 28－29 頁 様式第 7 号又は 7 号の２を提出する場合に添付 

常勤性に関する資料 32 頁 必ず添付 

財産的基礎に関する資料 33 頁 残高証明書や融資証明書等で証明する場合に添付 

営業所に関する資料 33 頁 譲渡により新たに営業所が追加になった場合に添付 
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表２ 合併 

閲
覧
・
非
閲
覧
の
別 

様式番号 提出書類 

◎：必要 

■：合併存続法人が建設業許可業者の場合

省略可能 

▲：合併存続法人が建設業許可業者でかつ、 

変更がない場合省略可能 

備考 建設業許可の

手引き参照頁 

閲
覧 

第 22 号の７ 合併認可申請書 ◎ 本書 21－22 頁参照  

別紙１ 役員等の一覧表 ◎  54 頁 

別紙２ 営業所一覧表 ◎  55—56 頁 

別紙３ 営業所技術者等一覧表 ◎ 許可申請様式別紙 4 と同様 59—60 頁 

第 2 号 工事経歴書 ■ 新設合併の場合不要 61－68 頁 

第 3 号 
直前３年分の各事業年度における工

事施工金額 
■ 新設合併の場合不要 69 頁 

第 4 号 使用人数 ◎  70 頁 

第 6 号 誓約書 ▲  71 頁 

第１１号 
建設業法施行令第３条に規定する使

用人の一覧表 
◎  89 頁 

 定款 ▲   

第 15 号 

第 16 号 

第 17 号 

第 17 号の 2 

貸借対照表 

損益計算書・完成工事原価報告書 

株主資本変動計算書 

注記表 

■ 新設合併の場合不要 92－105 頁 

第 17 号の 3 附属明細書 ■ 新設合併の場合不要 106－108 頁 

第 20 号 営業の沿革 ◎ 

新設合併の場合不要。ただし合

併の効力発生後 30 日以内に

提出。 

111 頁 

第 20 号の 2 所属建設業団体 ▲ 

新設合併の場合不要。ただし合

併の効力発生後 30 日以内に

提出。 

112 頁 

第 20 号の３ 主要取引金融機関名 ▲  113 頁 

非
閲
覧 

 
成年被後見人、被保佐人に該当しない

旨の登記事項証明書 
▲ 

いずれかを提出   

 

契約の締結及びその履行にあたり必

要な認知、判断及び意思疎通を適切に

行うことができる能力を有する旨を

記載した医師の診断書 

▲ 

 市町村の長が発行する身分証明書 ▲   

第 7 号 常勤役員等証明書 ▲ 

 
 

72－73 頁 

第 7 号の２ 
常勤役員等及び当該常勤役員等を直

接に補佐する者の証明書 
74－78 頁 

別紙 常勤役員等の略歴書 ▲  79 頁 

別紙２ 
常勤役員等を直接に補佐する者の略

歴書 
▲  80 頁 

第 8 号 営業所技術者等証明書（新規・変更） ◎ 

 

 

 

 

30－31 頁 
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閲
覧
・
非
閲
覧
の
別 

様式番号 提出書類 

◎：必要 

■：合併存続法人が建設業許可業者の場合

省略可能 

▲：合併存続法人が建設業許可業者でかつ、 

変更がない場合省略可能 

備考 建設業許可の

手引き参照頁 

非
閲
覧 

 卒業証明書 

◎  30－31 頁 

 技術検定合格証等の資格証明書 

第 9 号 実務経験証明書 

第１０号 指導監督的実務経験証明書 

 監理技術者資格者証の写し 

第 12 号 
許可申請者の住所、生年月日等に関す

る調書 
▲  90 頁 

第 13 号 

建設業法施行令第３条に規定する 

使用人の住所、生年月日等に関する調

書 

▲  90 頁 

第 14 号 株主（出資者）調書 ▲  91 頁 

 登記事項証明書 ▲ 

新設合併の場合不要。ただし合

併の効力発生後 30 日以内に

提出。 

 

 納税証明書 ■ 新設合併の場合不要 34 頁 

第 22 号の６ 誓約書 ◎ 

合併の効力発生後、2 週間内に

所定の書類を提出する旨の誓

約書 

本書 25 頁参照 

 

 合併契約書及び合併比率説明書（写し） ◎ 株主総会で承認済みのもの  

 合併の方法及び条件が記載された書面 ◎ 

吸収合併・新設合併の別及び合

併の条件（合併契約書のとおり

である場合はその旨）を記載 

 

 

合併に関する法人の意思の決定を証

する書類（写し） 

・合併を承認した株主総会又は社員総

会の議事録 

・合併に関する無限責任社員若しくは

総社員の同意書 

◎ 

以下の全ての法人に係るもの

が必要 

・合併消滅法人 

・合併により消滅する法人であ

って建設業許可を受けていな

い法人 

・合併存続法人 

 

そ
の
他 

別記様式１ 交付方法申請書 ◎ 本書 30 頁参照  

別記様式２ 申立書（※該当する場合提出） — 本書 31 頁参照  

 

○確認資料について 

 申請時は次の確認資料を添付して提出してください。 

 確認事項 建設業許可の

手引き参照頁 
備考 

常勤役員等の経験に関する資料 28－29 頁 様式第 7 号又は 7 号の２を提出する場合に添付 

常勤性に関する資料 32 頁 必ず添付 

財産的基礎に関する資料 33 頁 残高証明書や融資証明書等で証明する場合に添付 

営業所に関する資料 33 頁 譲渡により新たに営業所が追加になった場合に添付 
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表３ 分割 

閲
覧
・
非
閲
覧
の
別 

様式番号 提出書類 

◎：必要 

■：分割承継法人が建設業許可業者の場合

省略可能 

▲：分割承継法人が建設業許可業者でかつ、 

変更がない場合省略可能 

備考 建設業許可の

手引き参照頁 

閲
覧 

第 22 号の８ 分割認可申請書 ◎ 本書 23－24 頁参照  

別紙１ 役員等の一覧表 ◎  54 頁 

別紙２ 営業所一覧表 ◎  55—56 頁 

別紙３ 営業所技術者等一覧表 ◎ 許可申請様式別紙 4 と同様 59—60 頁 

第 2 号 工事経歴書 ■ 新設分割の場合不要 61－68 頁 

第 3 号 
直前３年分の各事業年度における工

事施工金額 
■ 新設分割の場合不要 69 頁 

第 4 号 使用人数 ◎  70 頁 

第 6 号 誓約書 ▲  71 頁 

第１１号 
建設業法施行令第３条に規定する使

用人の一覧表 
◎  89 頁 

 定款 ▲   

第 15 号 

第 16 号 

第 17 号 

第 17 号の 2 

貸借対照表 

損益計算書・完成工事原価報告書 

株主資本変動計算書 

注記表 

■ 

新設分割の場合不要 

92－105 頁 

第 17 号の 3 附属明細書 ■ 新設分割の場合不要 106－108 頁 

第 20 号 営業の沿革 ◎ 

新設分割の場合不要。ただし、

分割の効力発生後 30 日以内

に提出 

111 頁 

第 20 号の 2 所属建設業団体 ▲ 

新設分割の場合不要。ただし、

分割の効力発生後 30 日以内

に提出 

112 頁 

第 20 号の３ 主要取引金融機関名 ▲  113 頁 

非
閲
覧 

 
成年被後見人、被保佐人に該当しな

い旨の登記事項証明書 
▲ いずれかを提出 

  

 

契約の締結及びその履行にあたり必

要な認知、判断及び意思疎通を適切

に行うことができる能力を有する旨

を記載した医師の診断書 

▲ 

 市町村の長が発行する身分証明書 ▲   

第 7 号 常勤役員等証明書 ▲ 

 

 72－73 頁 

第 7 号の２ 
常勤役員等及び当該常勤役員等を直

接に補佐する者の証明書 
74－78 頁 

別紙 常勤役員等の略歴書 ▲  79 頁 

別紙２ 
常勤役員等を直接に補佐する者の略

歴書 
▲  80 頁 

第 8 号 
営業所技術者等証明書（新規・変

更） 
◎ 

 

 

 

 

 

30－31 頁 
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閲
覧
・
非
閲
覧
の
別 

様式番号 提出書類 

◎：必要 

■：分割承継法人が建設業許可業者の場合

省略可能 

▲：分割承継法人が建設業許可業者でかつ、 

変更がない場合省略可能 

備考 建設業許可の

手引き参照頁 

非
閲
覧 

 卒業証明書 

◎ 

 

30－31 頁 

 技術検定合格証等の資格証明書 

第 9 号 実務経験証明書 

第１０号 指導監督的実務経験証明書 

 監理技術者資格者証の写し 

第 12 号 
許可申請者の住所、生年月日等に関す

る調書 
▲  90 頁 

第 13 号 

建設業法施行令第３条に規定する 

使用人の住所、生年月日等に関する調

書 

▲  90 頁 

第 14 号 株主（出資者）調書 ▲  91 頁 

 登記事項証明書 ▲ 

新設分割の場合不要。ただし、

分割の効力発生後 30 日以内

に提出 

 

 納税証明書 ■ 新設分割の場合不要 34 頁 

第 22 号の６ 誓約書 ◎ 

分割の効力発生後、2 週間内に

所定の書面を提出する旨の誓

約書 

本書 25 頁参照 

 

 

（吸収分割の場合）分割契約書の写し 

（新設分割の場合）分割計画書の写し 

分割比率説明書 

◎ 株主総会の承認を受けたもの 

 

 

分割の方法及び条件が記載された書

面 

 

◎ 

吸収分割・新設分割の別及び分

割の条件（分割契約書又は分割

計画書のとおりである場合は

その旨）を記載 

 

 

分割に関する法人の意思の決定を証

する書類（写し） 

・分割を承認した株主総会又は社員総

会の議事録※ 

・分割に関する無限責任社員若しくは

総社員の同意書 

 

◎ 

以下の全ての法人について必

要 

・分割承継法人 

・分割によりその事業に関して

有する権利義務の全部又は一

部を承継させる法人 

 

そ
の
他 

別記様式１ 交付方法申請書 ◎ 本書 30 頁参照  

別記様式２ 申立書（※該当する場合提出） — 本書 31 頁参照  

 

○確認資料について 

 申請時は次の確認資料を添付して提出してください。 

 確認事項 
建設業許可の

手引き参照頁 
備考 

常勤役員等の経験に関する資料 28－29 頁 様式第 7 号又は 7 号の２を提出する場合に添付 

常勤性に関する資料 32 頁 必ず添付 

財産的基礎に関する資料 33 頁 残高証明書や融資証明書等で証明する場合に添付 

営業所に関する資料 33 頁 譲渡により新たに営業所が追加になった場合に添付 
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表４ 相続 

閲
覧
・
非
閲
覧
の
別 

様式番号 提出書類 

◎：必要 

■：相続人が建設業許可業者の場合省略可能 

▲：相続人が建設業許可業者でかつ、 

変更がない場合省略可能 

空欄：必要な場合有 

備考 建設業許可の

手引き参照頁 

閲
覧 

第 22 号の 10 相続認可申請書 ◎ 本書 26－27 頁参照  

別紙２ 営業所一覧表 ◎  55—56 頁 

別紙３ 営業所技術者等一覧表 ◎ 許可申請様式別紙 4 と同様 59—60 頁 

第 2 号 工事経歴書 ■  61－68 頁 

第 3 号 
直前３年分の各事業年度における工

事施工金額 
■  69 頁 

第 4 号 使用人数 ◎  70 頁 

第 6 号 誓約書 ▲  71 頁 

第 7 号の３ 健康保険等の加入状況  

すでに社会保険等の加入の

届出を提出している場合は、

確認資料とともに提出 

81－82 頁 

第１１号 
建設業法施行令第３条に規定する使

用人の一覧表 
◎  89 頁 

第 18 号 

第 19 号 

貸借対照表 

損益計算書（個人用） 
■  109－110 頁 

第 20 号 営業の沿革 ◎  111 頁 

第 20 号の 2 所属建設業団体 ▲  112 頁 

第 20 号の３ 主要取引金融機関名 ▲  113 頁 

非
閲
覧 

 
成年被後見人、被保佐人に該当しな

い旨の登記事項証明書 
▲ いずれかを提出 

  

 

契約の締結及びその履行にあたり必

要な認知、判断及び意思疎通を適切

に行うことができる能力を有する旨

を記載した医師の診断書 

▲ 

 市町村の長が発行する身分証明書 ▲   

第 7 号 常勤役員等証明書 ▲ 

 

 72－73 頁 

第 7 号の２ 
常勤役員等及び当該常勤役員等を直

接に補佐する者の証明書 
74－78 頁 

別紙 常勤役員等の略歴書 ▲  79 頁 

別紙２ 
常勤役員等を直接に補佐する者の略

歴書 
▲  80 頁 

第 8 号 営業所技術者等証明書（新規・変更) ◎  

30－31 頁 

 卒業証明書 

◎ 

 技術検定合格証等の資格証明書 

第 9 号 実務経験証明書 

第１０号 指導監督的実務経験証明書 

 監理技術者資格者証の写し 

第 12 号 
許可申請者の住所、生年月日等に関

する調書 
▲  90 頁 

第 13 号 

建設業法施行令第３条に規定する 

使用人の住所、生年月日等に関する

調書 

▲ 
 

90 頁 
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閲
覧
・
非
閲
覧
の
別 

様式番号 提出書類 

◎：必要 

■：相続人が建設業許可業者の場合省略可能 

▲：相続人が建設業許可業者でかつ、 

変更がない場合省略可能 

空欄：必要な場合有 

備考 建設業許可の

手引き参照頁 

非
閲
覧 

 法定代理人の登記事項証明書 
▲ 法定代理人がいる場合のみ

必要 

 

 納税証明書 ■  34 頁 

第 22 号の 11 

誓約書  認可を受けた日から 2 週間

以内に様式第 7 号の 3 及び

社会保険関係の届書を提出

したことを証する書面を提

出する旨の誓約書 

※様式第 7 号の 3 を提出し

た場合は不要 

本書 28 頁参照 

 

 戸籍謄本等  ◎ 被相続人と申請者との続柄

が確認できるもの 

 

 被相続人が営業していた建設業を申

請者が継続して営業することに対す

る当該申請者以外の相続人同意書 

 

◎ 申請者以外に相続人がいる

場合に必要申請者以外の全

ての相続人が住所及び氏名

を記載し、押印したもの 

 

 

そ
の
他 

別記様式１ 交付方法申請書 ◎ 本書 30 頁参照  

別記様式２ 申立書（※該当する場合提出） — 本書 31 頁参照  

 

○確認資料について 

 申請時は次の確認資料を添付して提出してください。 

 確認事項 建設業許可の

手引き参照頁 
備考 

常勤役員等の経験に関する資料 28－29 頁 様式第 7 号又は 7 号の２を提出する場合に添付 

常勤性に関する資料 32 頁 必ず添付 

財産的基礎に関する資料 33 頁 残高証明書や融資証明書等で証明する場合に添付 

営業所に関する資料 33 頁 譲渡により新たに営業所が追加になった場合に添付 
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 ８ 認可後の届出 

 承継の認可をうけ、承継日に建設業者としての地位を承継した業者は以下の届出・書類の提出を行ってくだ

さい。 

 

（１）事業譲渡の譲受人、合併存続法人、吸収分割に係る承継法人及び相続人（相続認可申請時に提出済みの

場合を除く） 

書類 提出期限 手引き参照頁 

健康保険等の加入状況（様式第 7 号の 3） 
承継の日から 2 週間以内 

81－82 頁 

健康保険、厚生年金保険、雇用保険加入の確認資料 33 頁 

 

（２）合併により新設された法人及び新設分割に係る分割承継法人 

書類 提出期限 手引き参照頁 

健康保険等の加入状況（様式第 7 号の 3） 
承継の日から 2 週間以内 

81－82 頁 

健康保険、厚生年金保険、雇用保険加入の確認資料 33 頁 

履歴事項全部証明書（法務局で取得） 

承継の日から 30 日以内 

34 頁 

営業の沿革（様式第 20 号） 111 頁 

所属建設業者団体（様式第 20 号の 2） 112 頁 

 

 ※１ 認可申請時に各法令に定める期間内に社会保険に係る届書を提出することを誓約していただきます。

健康保険や厚生年金保険の届出は、事実発生後 5 日以内（健康保険施行規則第 19 条第 1 項、厚生年

金保険法施行規則 13 条第 1 項等）、雇用保険に届出は、事実発生後 10 日以内（労働保険の保険料の

徴収等に関する法律第 4 条の２）に行うこととされており、特に期間が短いので御注意ください。 

 ※２ 承継の日から 2 週間以内に、様式 7 号の 3 及び社会保険等の加入の確認資料の提出がされない場合

は、許可の取消しを行いますので御注意ください。
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Ⅳ 様式の記載例 

 許可申請と同様の様式については建設業の手引きをご確認ください。 
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第２２号の５ 譲渡及び譲受け認可申請書（第 1 面） 

太枠内は記入しないこと 

譲渡契約で定めた効力が発生する日を記載 

事業譲渡の理由を簡潔に記載 

事業譲渡契約で定めた譲渡の対価を記載 

譲渡後に使用する許可番号を

記載（原則譲渡人のもの） 

申請時点で譲受人が受けている許可の業種を記載 

譲渡後、譲受人が受けることとなる許可の業種を記載 

主たる営業所と登記上の本店（個人は住民票上

の住所）の所在地が異なる場合は、二段書きす

る。 

（登記（住民票）上）○○○市△△町・・・ 

（営業所）     ○○○市◇◇町・・・ 

この申請書により許可を申請する者のほ

かに申請書又は添付書類を作成した者が

ある場合（代理申請の場合）は、申請者に

加え、その者の住所、氏名も記載する。 
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解

資本金額又は出資総額 法人番号

1.法人
2.個人 , ,

１．有
２．無

許可年月日

役員等、営業所及び営業所技術者等については別紙による。

連絡先

通 井絶鋼 筋 内板 ガ 塗建 左 と 石 タ 具 水 消機屋

ファックス番号

所属等 氏名 電話番号

管土
譲 り 渡 す
建 設 業

3

)

大 電

(

しゆ

商 号 又 は 名 称
の フ リ ガ ナ

商 号 又 は 名 称 ２

5

ー

市区町村名8 2 0 1 都道府県名 茨城県

（第２面）

代 表 者 又 は
２ ３

主 た る 営 業 所の
所 在 地 市 区 町村
コ ー ド

3

２ ４ 0

一 郎
個 人 の 氏 名

城

3 5 10
支配人の氏名

茨
【個人事業主で支配人登記をしている場合に記載】

ラ キ イ チ ウ

1

ロ

23 25 30 35 40

株１

5

茨 城 建 築

3 2010 15

23 25 30 35 40

ク

5 10 15 20

バ ラ キ ケ ン チ２ ０

１ ９

イ

舗 防 園

1

清

代 表 者 又 は 個人
の氏名のフリガナ

２ ２ イ

20

バ

3 5 10 15

＜譲渡人に関する事項＞

主 た る 営 業 所 の
所 在 地

２ ５ 柵 町

3 5 10 15 20

3 ー 1

23 25 30 35 40

郵 便 番 号 ２ ６ 3 1 0 － 0 8 0 2 7 2電 話 番 号 0 2 9 ー 2 4

フ ァ ッ ク ス 番 号

2 5 ー 1

3 4 5 10 13 15 20 25

法人又は個人の別 ２ ７ 1 （千円） 6（ ） 6 6 6 66 0 0 6 6 6

3
建設業以外に行つている営業の種類

）

6 6 66 60 0

兼 業 の 有 無 ２ ８ 1 （

大臣
コード

知事
3 5 10 11 13 15

許 可 番 号 ２ ９ 0 8
国土交通大臣

6許可（
般
－ ）第 月 0 1 日

知事 特
号 令和 0 2 8年 06 6 6 6 6

20103 5 6

水戸市

029-225-1724

建設資材の販売

15

１.一般

２.特定

 

申請時に届出済みの許可情報を記載。 

情報に変更のある場合は事前に変更届を提出。 

申請書類等に関する質問に回答できる者（担当

者、行政書士等）の連絡先を記載。 

第２２号の５ 譲渡及び譲受け認可申請書（第２面） 
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第２２号の７ 合併認可申請書（第 1 面） 

特段の記載がない場合、記載の要領は様式第 22 号の 5 と同様 

合併の当事者法人全てが連署すること 

太枠内は記入しないこと 

（吸収合併）合併契約で定めた効力発生日 

（新設合併）合併契約で定めた新設合併設立会社の設立日 

（例）「グループ会社の再編」、「事業の拡大」等 

※簡潔に記載 

合併契約で定めた合併の対価を記載 

合併後に使用する許可番号を 

記載（原則合併消滅法人のもの） 

合併後に合併存続法人（合併新設法人）が受けることとな業種について記載 

申請時点で合併存続法人が受けている業種について記載 

※新設合併の場合は記載しない 
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１．有
２．無

許可年月日

解

資本金額又は出資総額 法人番号

, ,

１．有
２．無

許可年月日

役員等、営業所及び営業所技術者等については別紙による。

連絡先

日
知事 特

（用紙Ａ４）

（第２面）

年 月号 令和）第
国土交通大臣

許可（
般

－

5 10 11 13 15

許 可 番 号 ２ ９

（ ）

大臣
コード

知事
3

3
建設業以外に行つている営業の種類

兼 業 の 有 無 ２ ８

（千円）

25

資 本 金 額 等 ２ ７

13 15 204 5 10

フ ァ ッ ク ス 番 号

電 話 番 号－郵 便 番 号 ２ ６

3 5 6 10 15 20

23 25 30 35 40

20

主 た る 営業 所 の
所 在 地

２ ５

主 た る 営業 所 の
所 在 地 市区 町 村
コ ー ド

3 5

市区町村名

3 5 10 15

２ ４ 都道府県名

3 5 10

代 表 者
２ ３

の 氏 名

代 表 者 の氏 名 の
フ リ ガ ナ

２ ２

3 5 10 15 20

23 25 30 35 40

商 号 又 は 名 称 ２ １

3 5 10 15 20

23 25 30 35 40

商 号 又 は 名 称
の フ リ ガ ナ

２ ０

3 5 10 15 20

消 清

１ ９

絶 通 園 井 具 水板 ガ 塗 防 内 機管 タ 鋼 筋 舗しゆ

　　　＜合併消滅法人に関する事項＞
土 建 大 左 と 石 屋 電

ファックス番号

（ ）

所属等 氏名 電話番号

日

3
建設業以外に行つている営業の種類

兼 業 の 有 無 １ ７

第許可（
般
特

－ ）

13 15

許 可 番 号 １ ８ 月
国土交通大臣

大臣
コード

知事
3

知事

5

号 令和

11

年

10

認可申請時に合併
消滅法人が許可を
受けている建設業

１.一般

２.特定

第２２号の７ 合併認可申請書（第２面） 
合併消滅法人が複数ある場合は、第 2 面の「1９」

以降は、合併消滅法人ごとに作成すること。 

※合併により消滅する法人で建設業許可を受けて

いない法人については記載不要 

合併存続法人が申請時点受けている許可番号を記載 

合併消滅法人が申請時点で受けている業種について記載 

合併消滅法人が申請時点で受けている許可番号を記載 

申請書類等に関する質問に回答できる者（担当

者、行政書士等）の連絡先を記載。 
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第２２号の８ 分割認可申請書（第 1 面） 

特段の記載がない場合、記載の要領は様式第 22 号の 5 と同様 

分割の当事者法人全てが連署すること 

太枠内は記入しないこと 

（吸収分割）分割契約で定めた効力発生日 

（新設分割）分割計画書で定めた新設合併設立会社の設立日 

（例）「グループ会社の再編」、「事業の拡大」等 

※簡潔に記載 

分割契約書（分割計画書）で定めた分割の対価を記載 

分割後に使用する許可番号を 

記載（原則分割被承継法人のもの） 

分割後、分割承継法人が受けることとなる業種について記載 

申請時点で分割承継法人が受けている業種について記載 

※新設分割の場合は記載しない 
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１．有
２．無

許可年月日

解

資本金額又は出資総額 法人番号

, ,

１．有
２．無

許可年月日

役員等、営業所及び営業所技術者等については別紙による。

連絡先

認可申請時に分割
被承継法人が許可
を 受 け て い る
建 設 業

日
知事 特

3
建設業以外に行つている営業の種類

兼 業 の 有 無 ２ ８

年）第 月号 令和
国土交通大臣

許可 （
般

－

5 10 11 13 15

許 可 番 号 ２ ９

（ ）

大臣
コード

知事
3

（千円）

25

資 本 金 額 等 ２ ７

13 15 204 5 10

フ ァ ッ ク ス 番 号

電 話 番 号－郵 便 番 号 ２ ６

3 5 6 10 15 20

23 25 30 35 40

20

主たる営業所の所
在 地

２ ５

主 た る 営 業 所 の
所 在 地 市 区 町 村
コ ー ド

3 5

市区町村名

3 5 10 15

２ ４ 都道府県名

3 5 10

代 表 者
２ ３

の 氏 名

代 表 者 の 氏 名
の フ リ ガ ナ

２ ２

3 5 10 15 20

23 25 30 35 40

商 号 又 は 名 称 ２ １

3 5 10 15 20

23 25 30 35 40

商 号 又 は 名 称
の フ リ ガ ナ

２ ０

3 5 10 15 20

１ ９

園通鋼 筋 舗 井 具 水 消 清塗 防 内 機 絶しゆ板 ガ

（用紙Ａ４）

（第２面）

　　　　＜分割被承継法人に関する事項＞
土 建 大 左 と

大臣
コード

ファックス番号

（ ）

所属等 氏名 電話番号

3
建設業以外に行つている営業の種類

兼 業 の 有 無 １ ７

月 日
知事 特

号 令和 年許可 （
般

－ ）第

11 13 15

許 可 番 号 １ ８
国土交通大臣

知事
3 5 10

石 屋 電 管 タ
１.一般

２.特定

第２２号の８ 分割認可申請書（第２面） 

申請書類等に関する質問に回答できる者（担当

者、行政書士等）の連絡先を記載。 

分割被承継法人が複数ある場合は、第 2 面の「1

９」以降は、分割被承継法人ごとに作成すること。 

※分割により承継させる法人で建設業許可を受け

ていない法人については記載不要 

分割承継法人が申請時点受けている許可番号を記載 

分割被承継法人が申請時点で受けている業種について記載 

分割被承継法人が申請時点で受けている許可番号を記載 
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第２２号の６ 誓約書 

譲渡及び譲受け、合併、分割認可申請の際に使用すること 

※相続認可申請の場合は様式第 22 号の 11 を使用 

茨城県 

※譲渡及び譲受け申請の場合、連

署又はそれぞれ提出すること。 
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第２２号の１０ 相続認可申請書（第１面） 

特段の記載がない場合、記載の要領は様式第 22 号の 5 と同様 

太枠内は記入しないこと 
主たる営業所の所在地 

商号又は名称 

氏名           を記載 

戸籍謄本等のとおりに記載 

（戸籍謄本等のとおりに記載） 

相続後に使用する許可番号を記載（原則被相続人のもの） 

相続後に、相続人が受けることとなる業種を記載 

申請時点で相続人が許可を有している業種について記載 

申請時点で許可を受けていない場合は空欄 

申請時点で相続人が受けている許可番号を記載 

申請時点で許可を受けていない場合は空欄 
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解

１．有
２．無

許可年月日

役員等、営業所及び営業所技術者等については別紙による。

連絡先

3 5 6 10 15 20

月 日
知事 特

号 令和 年許可 （
般

－ ）第

11 13 15

許 可 番 号 ２ ６
国土交通大臣

大臣
コード

知事
3 5 10

3
建設業以外に行つている営業の種類

）兼 業 の 有 無 ２ ５ （

フ ァ ッ ク ス 番 号

電 話 番 号－郵 便 番 号 ２ ４

23 25 30 35 40

3 5 10 15 20

主 た る 営 業 所 の
所 在 地

２ ３

＜被相続人に関する事項＞

3 5 10 15 20

氏 名 の
フ リ ガ ナ

２ ０

清舗 防 園

１ ８

１ ７

5 10 15 20

23 25 30 35 40

2010 153

９

5

23 25 30 35 40

3 5 10
支配人の氏名

氏 名
２ １

主 た る 営 業 所 の
所 在 地 市 区 町 村
コ ー ド

3

２ ２

（第２面）

市区町村名都道府県名

5

商 号 又 は 名 称
の フ リ ガ ナ

商 号 又 は 名 称 １

大 電 しゆ土
許可を受けていた
建 設 業

3

ファックス番号

所属等 氏名 電話番号

管 板 ガ 具 水 消機建 左 と 石 屋 塗 内タ

（用紙Ａ４）

通 井絶鋼 筋

１.一般

２.特定

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

申請時に届出済みの許可情報を記載。 

情報に変更のある場合は事前に変更届を提出。 

第２２号の１０ 相続認可申請書（第２面） 

申請書類等に関する質問に回答できる者（担当

者、行政書士等）の連絡先を記載。 
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第２２号の１１ 誓約書 

茨城県 

相続認可申請の際に使用すること 

※譲渡及び譲受け、合併、分割認可申請の場合は様式第 22 号の６を使用 
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相続人同意書 作成例 

相続人の同意書 

相続人住所                   

   氏名                   

 

相続人住所                   

   氏名                   

 

相続人住所                   

   氏名                   

 

上の者は、（業者名）の建設業の営業に関する一切について 

（申請者）が相続することに同意します。 

〇年〇月〇日 

申請者以外の相続人全

員の住所及び氏名を記

入すること。 

※承継後に申請者以外

の相続人全員でないこ

とが判明した場合は、許

可を取り消す場合があ

ります。 

茨城県知事 殿 
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 （別記様式１） 

交付方法申請書 

 

茨城県知事 殿 

 

令和  年  月  日 

 

申請者：                

 

令和  年  月  日付の建設業法に基づく認可申請に基づき、茨城県が発出する認可通知書について、

以下のとおり交付を受けたいので申請いたします。 

 

 

１ 認可通知書の受取方法 

（希望する方に☑） 

 ☐ 電子データ（電子メール）での受取希望 

   返信用メールアドレス：                  

 

 ☐ 書面（紙）での受取希望（※） 

   ※「電子情報処理組織により交付することができる処分通知等に係る費用徴収に関する要項」第３条

第４項の規定に基づく費用の減免等を受けようとする場合は、「申立書（別記様式２）」を合わせて

提出すること。 

  

 

２ 書面（紙）での受取を希望する場合の費用負担に関する確認 

  返信書類を書面（紙）で受け取る場合には、発行に要する印刷代等の費用負担が発生することを理解

し、同意します。 

（該当する方に☑） 

 ☐ 同意する 

 ☐ 同意しない 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

認可申請書の申請者名を記載 

申請者のメールアドレスを記載 

※必ず受信可能であること 

認可申請書の申請日を記載 
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（別記様式２） 

 

 申立書 

 

茨城県知事 殿 

令和  年  月  日 

       

申請者：               

 

令和  年  月  日付の建設業法に基づく認可申請に基づき、茨城県が発出する認可通知書につい

て、電子情報処理組織により交付することができる処分通知等に係る費用負担等を定める要項第３条第４項

の規定に基づき、下記のとおり提出します。なお、申し立てする事項について相違ありません。 

 

記 

 

１ 電子情報処理組織※を使用する方法により交付される処分通知等を受理することが困難である理由 

（該当するものに○で囲むこと） 

 

 （１）処分通知等を受理することができる機器※を有していない 

※パソコン等（スマートフォン及びタブレットを除く）。 

  

 （２）経済的困難により納付する資力がない 

   （ア）生活保護法（昭和 25 年法律第 144 号）第 11 条第１項各号に掲げる扶助を受けているため 

   （イ）天災その他の非常災害により損害を受け現に著しく困窮しているため 

   （ウ）前２号に掲げる場合に準ずると認められるため 

 

 （３） その他 

    理由：                

 

２ 添付書類 

 

（注） 

 ※ 電子情報処理組織とは、電子計算機（コンピュータ）を指す。 

※ 上記１の（２）（ア）に該当することを理由する場合にあっては扶助を受けていることを証明する書面

を、（イ）又は（ウ）に該当することを理由とする場合にあっては、これらの事実を証明する書面を添付

すること。 

認可申請書の申請者名を記載 

認可申請書の申請日を記載 


